
 

  

次期社会資本整備重点計画の今後の検討方向 概要 
○ 基本的認識 

 

 

 

 

○次期重点計画の計画期間 

平成２０～２４年度の５ヶ年 

○社会資本整備の戦略的かつ重点的な推進 

 

 

 
 
 

＜アウトカム目標の設定等における事業等の概念＞ 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

○社会資本整備の効率的執行 
 
 

 

○維持管理・更新 

 
 
 

○国・地方の役割分担 

 
 

各分科会等、基本問題小委員会での今後の検討 

 

Ⅰ.各分野において検討が必要な事項について － 各分科会等で審議 

＜検討項目＞ 

・ 達成すべき整備水準の想定 

・ １０（～１５）年程度の間で早急に完成（概成）させるべき施策分野 

・ 中長期的なアウトカム目標、アウトプット量 

・ 次期重点計画で実施すべき事業、終期におけるアウトカム目標、アウ

トプット量 

・ 維持管理・更新費の正確な見通し、適切な維持管理方策の検討 等 

＜検討の進め方＞ 

① 各分科会等での議論開始（本年夏想定、一部開始済み） 

② 全体を踏まえ、各分科会等で「中間とりまとめ」（１９年５月中） 

 

 

Ⅱ.分野横断的な検討が必要な事項について 

－ 各分科会等と基本問題小委員会の両者で審議 

＜検討項目＞ 

・ 国家戦略として重点的・緊急に整備すべきもの 

・ 施設横断的な目標・指標     等 
「暮らしやすさ」や「活力」等の指標の収集、社会資本整備に関連するものの抽出 

各委員からの意見聴取・報告 等 

＜検討の進め方＞ 

① 各分科会等での議論開始（本年夏想定、一部開始済み） 

② 基本問題小委員会で議論、その際国土形成計画（全国計画）の検討状況に

ついても報告                （本年１０～１１月） 

③ 基本問題小委員会で、各分科会等の検討状況を報告（１９年１～２月） 

これを踏まえ、引き続き小委員会で検討（１９年４月中） 

④ 全体を踏まえ、各分科会等で「中間とりまとめ」（１９年５月中） 

 

 

Ⅲ.その他 － 基本問題小委員会等で審議 

＜検討項目＞ 

・ 地方ブロック毎の整備方針の枠組み 
（策定方法、記載内容、全国計画や広域地方計画との関係 等） 

・ 社会資本整備の効率的執行に関する検討（可能なものについて指標化等を検討） 

・人口減少・少子高齢化の到来 

・日本の経済社会の投資余力低下 

・社会資本ストックの増大や老朽化進行による維持管理・更新費増大 

→ 人口減少を前提にした効率化・重点化を図る必要 

・国民の理解を得るためにも、公共事業改革の推進は不可欠 

・次期計画では、可能なものについて指標化等による進捗の明確化を検討

対応すべき課題 

・長期的需要変動を見込んだ対応 

・執行方法の再検証 

社会資本整備に関し必要な対応

現行の重点計画における重点４分野→次期重点計画でも維持 

暮らし 安 全 環 境 活 力 

重点的、緊急に整備すべきもの等については、的確な重点目標、緊急性に応じた指標を設定 
（現時点では、例えば「国際競争力の強化」、「地域の自立」等が想定される） 

アウトカム目標の設定に際しては、分野ごとに、社会資本の性格に応じた検討が必要。

また、可能な限り施設別の縦割りではなく、施設横断的な目標・指標を検討すべき。 

・「暮らし」・「環境」：ストックの質の向上を考慮し、地域・地区単位で目標設定を検討 

・「安全」：「減災」の考え方を踏まえ、ハード・ソフトを組み合わせた目標設定を検討 

・「活力」：各国の投資戦略を見据え、道路・空港・港湾等の連携等に着目し目標設定を検討

 

次期重点計画で 

実施すべき事業等 

次期重点計画の策定に当たっては、上記の認識に立って、「ストック」の観点を踏まえて検討すべき 

達成すべき 

社会資本の 

整備水準 

中長期的な取組み 

 

・地域の実情に応じた事業展開 

５年 
10（～15）年 

長期 

国民が身近な変化、改善を感じられる工夫が必要 

・地方ブロック別等の重点目標、指標の設定について検討が必要 
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